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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 「従業員数」欄の( )内は、臨時従業員の平均雇用人員を外書きしております。 

４ 第63期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

完成工事高 (百万円) 59,479 69,104 61,480 54,132 59,439

経常利益 (百万円) 1,671 2,365 1,712 2,726 4,061

当期純利益 (百万円) 666 631 736 1,141 1,748

純資産額 (百万円) 42,628 42,569 43,793 44,470 47,049

総資産額 (百万円) 67,426 63,866 61,399 62,447 70,094

１株当たり純資産額 (円) 965.55 980.12 1,020.64 1,036.41 1,097.22

１株当たり当期純利益 (円) 14.92 12.79 15.85 25.18 39.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.2 66.7 71.3 71.2 67.1

自己資本利益率 (％) 1.6 1.5 1.7 2.6 3.8

株価収益率 (倍) 21.7 20.6 27.8 27.6 26.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,382 5,074 1,073 862 5,680

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,067 △1,275 △293 △192 △761

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,520 △3,552 △707 △585 △457

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 9,348 9,531 9,511 9,617 14,168

従業員数 (名)
1,517
(187)

1,470
(220)

1,398
(143)

1,361
(129)

1,369
(132)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 「従業員数」欄の( )内は、臨時従業員の平均雇用人員を外書きしております。 

４ 第63期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

完成工事高 (百万円) 58,379 67,400 60,339 52,917 57,897

経常利益 (百万円) 1,626 2,212 1,466 2,644 3,766

当期純利益 (百万円) 644 471 542 1,054 1,584

資本金 (百万円) 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

発行済株式総数 (千株) 44,183 44,183 44,183 44,183 44,183

純資産額 (百万円) 42,336 42,137 43,140 43,761 46,122

総資産額 (百万円) 65,854 62,385 58,720 59,955 67,523

１株当たり純資産額 (円) 958.40 969.49 1,004.73 1,019.74 1,075.50

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)

(円) 
(円)

10.00
(―)

8.00
(―)

8.00
(―)

12.00
(―)

15.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 14.42 9.16 11.34 23.15 35.58

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.3 67.5 73.5 73.0 68.3

自己資本利益率 (％) 1.5 1.1 1.3 2.4 3.5

株価収益率 (倍) 22.5 28.8 38.8 30.0 29.4

配当性向 (％) 68.6 87.3 70.5 51.8 42.2

従業員数 (名)
1,334
(104)

1,287
(105)

1,240
(80)

1,216
(70)

1,223
(76)



２ 【沿革】 

昭和22年３月 東京都千代田区の現在地において、資本金18万円をもって、屋内外線の電気工事会

社として設立。

昭和22年10月 火力発電所補修工事の受注開始。

昭和22年10月 大阪市北区に大阪支店を、小倉市(現在北九州市小倉北区)に九州支店をそれぞれ開

設。

昭和24年10月 建設業法に基づく建設大臣登録(イ)第940号を受ける。

昭和26年１月 火力発電所建設工事の受注開始、札幌市に北海道支店を開設。

昭和29年８月 豊楽興産㈱を設立。(現・連結子会社)

昭和32年12月 豊楽興産㈱を子会社とする。

昭和35年７月 横浜市鶴見区に溶接工場として、鶴見工場を新設。

昭和37年６月 不二機工㈱を設立。(現・連結子会社)

昭和39年10月 千葉県東葛飾郡(現在鎌ケ谷市)に鎌ケ谷車輌工場を新設。

昭和40年９月 名古屋市中区に名古屋支店を開設。

昭和43年７月 千葉県君津郡(現在富津市)に製缶工場として千葉工場を新設。

昭和43年12月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和45年６月 日本電装工業㈱を設立。

昭和46年５月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和47年９月 不二機工㈱を子会社とする。

昭和47年11月 株式を東京・大阪両証券取引所市場第一部に指定替上場。

昭和48年３月 新東洋ロール㈱を設立。(現・連結子会社)

昭和48年９月 埼玉県久喜市に久喜整備工場を新設。これに伴い、鎌ケ谷車輌工場を廃止。

昭和49年４月 建設業法改正により建設大臣許可(特－49)第3967号、(般－49) 第3967号の許可を受

ける。

昭和51年12月 フィリピンに各種プラントの建設工事のため TAIHEI ALLTECH CONSTRUCTION (PHIL.),INC.

(以下、太平アルテック㈱と記載しております。)を設立。(現・連結子会社)

昭和52年１月 埼玉県久喜市久喜菖蒲工業団地内に埼玉工場を新設。これに伴い、鶴見工場、千葉

工場を廃止。

昭和54年９月 富士アイテック㈱を関連会社とする。(現・連結子会社)

昭和54年10月 川崎市川崎区に川崎設計室を新設。

昭和56年４月 ㈱古田工業所を関連会社とする。(現・連結子会社)

平成２年９月 フィリピンに各種鋼構造物の製作のため太平アルテック㈱サンタロサ工場を新設。

平成８年８月 横浜市鶴見区に技術センター(京浜ビル)を新設。これに伴い、川崎設計室を廃止。

平成９年３月 千葉県木更津市に技能訓練センターを新設。

平成14年９月 子会社日本電装工業㈱を解散。

平成15年７月 ㈱古田工業所を子会社とする。

平成16年１月 技術センター(京浜ビル)を本社に統合。



３ 【事業の内容】 

当社グループにおいては、国内及び海外の各種プラント設備の建設、補修、維持に関連する事業を主と

して行っており、その主な区分は次のとおりであります。 

・発電設備工事部門： 

事業用火力・原子力発電設備、自家用火力発電設備の建設及び補修定検工事を施工しております。

またこの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事を施工しております。 

・化工機設備工事部門： 

製鉄所の関係設備、ごみ焼却等の環境保全設備、化学プラント設備等の建設及び補修点検工事を施

工しております。またこの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事を施工しております。 

・その他設備工事部門： 

ビルの電気設備、一般設備等の設計並びに工事の施工及び自社開発品の製作納入を行っておりま

す。 

  

また事業における当社及び主要な関係会社の位置付け等は、次のとおりであります。 

 各種プラント設備の建設、補修、定検、点検関連の工事施工 

当社が施工するほか、連結子会社不二機工㈱、太平アルテック㈱、㈱古田工業所、富士アイテック

㈱に国内及び海外の建設、補修、定検、点検工事の一部を下請させております。また、当社の関連

会社東京動力㈱にも同様に一部を下請させております。また、豊楽興産㈱から計装関連工事の継手

類及び新東洋ロール㈱から機器類を仕入れております。(ただし、当連結会計年度においては、新

東洋ロール㈱から機器類の仕入れはありません。) 

〔事業系統図〕 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
 

  

  

(注) ☆印の東京動力㈱は持分法適用会社であり、その他の会社については連結子会社で

あります。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) ※印を付した会社は持分は100分の50以下でありますが実質的に支配しているため子会社としたものでありま

す。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 当社グループの従業員数は、各部門にまたがっているため、部門別の記載はしておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

２ 臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所
資本金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の所有割合

(％)
関係内容

(連結子会社)

不二機工㈱ 広島県福山市 10 建設業 100.0

当社が施工する製鉄所の
機械器具の据付工事の一
部を下請している。 
役員の兼任等……有

太平アルテック㈱ フィリピン・ラグナ州 14百万ペソ 建設業 100.0

当社が施工する発電設備
等の一部を下請及び製作
した鋼構造物を当社が仕
入れている。 
役員の兼任等……無

㈱古田工業所 北九州市小倉南区 20 建設業 51.5

当社が施工する発電設備
等の溶接工事の一部を下
請している。 
役員の兼任等……無

富士アイテック㈱※ 東京都千代田区 20 建設業 45.0

当社が施工する発電設備
等の内、保温・保冷及び
塗装工事を下請してい
る。なお当社所有の建物
を賃借している。 
役員の兼任等……有

豊楽興産㈱ 埼玉県久喜市 10

発電設備に付

帯 す る バ ル

ブ・継手等の

製造販売

100.0

当社が施工する発電設備
計装関連工事のバルブ・
継手等を仕入れている。
なお当社所有の建物を賃
借している。 
役員の兼任等……無

新東洋ロール㈱ 埼玉県戸田市 50

製紙機械・食

品加工機械・

建設機械の製

造販売

100.0

当社が施工する発電設備
等の一部機器の製作を依
頼し仕入れている。(ただ
し、当連結会計年度にお
いては、仕入れはありま
せん。) 
役員の兼任等……有

(持分法適用関連会社)

東京動力㈱ 横浜市鶴見区 80 建設業 31.3

当社が施工する発電設備
等の内、機器の据付工事
の一部を下請している。 
役員の兼任等……無

発電設備、化工機設備、その他設備等各種プラント設
備の建設、補修、定検、点検関連の工事施工

従業員数(名) 1,369（132）

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,223 (76) 40.8 17.1 6,575



第２ 【事業の状況】 

(注) 事業の状況に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や素材価格の高騰が長期化しましたが、企業収益の改善

や民間設備投資の増加に加え個人消費も緩やかに増加するなど、景気は回復基調で推移いたしました。

当プラント建設業界、とくに当社グループが主力とする電力プラント分野におきましては、電力各社

による送配電設備への投資は増加したものの、発電設備への投資は引き続き抑制されており、案件の減

少と受注価格の低価格化が進み、それに起因する採算悪化の傾向が強まり、当社グループの収益に深刻

な影響を与える状況が続いております。 

このような状況のなか、当社グループは安定した収益の確保に向け、受注量確保の重点施策として営

業体制の整備を行い、発電プラントの新規建設案件が少ないなか、除却案件やメンテナンス案件の受注

に全力をあげ、あわせて化工機設備工事部門においても環境保全対策に関連した新規客先の開拓を行う

など、積極的な営業活動を展開してまいりました。 

当連結会計年度の受注高につきましては、国内分野において発電設備工事は、建設部門・メンテナン

ス部門とも増加し、化工機設備工事のうち、ごみ処理施設などの環境設備の建設工事が一巡し減少した

ものの、国内分野の受注高は583億８百万円となりました。これに対し海外分野においては、アジア諸

国の経済事情による発電設備案件の繰り延べなどにより、受注は低調で前連結会計年度を下回る18億７

千５百万円となりましたが、国内・海外分野を合わせた当連結会計年度の受注高は、合計601億８千４

百万円(対前連結会計年度比4.9％増)となり、前連結会計年度をわずかながら上回りました。 

次に売上高につきましては、国内分野においては発電設備工事ならびに化工機設備工事は、建設部

門・メンテナンス部門とも増加し、その他設備工事の減少を補うことができました。また、海外分野に

おいては受注減による影響もあり減少しましたが、国内外を合わせた当連結会計年度の売上高は、発電

設備工事428億円、化工機設備工事149億４千４百万円、その他設備工事16億９千４百万円、合計594億

３千９百万円(対前連結会計年度比9.8％増)と前連結会計年度を上回る結果となりました。 

利益面につきましては、案件減少に伴う競争激化による受注価格の低下のなかで、中間連結会計期間

に引き続き技術開発を進め、施工の合理化および原価管理の強化を行い、工事収支の改善に努めたこと

により利益率が改善されました。また、営業外収益の面においては、円安による為替差益などにより収

益計上となり、経常利益は40億６千１百万円(対前連結会計年度比49.0％増)と前連結会計年度を大幅に

上回りました。特別損益の面においては、役員退職慰労金制度の廃止に伴う引当金の計上や遊休土地を

減損処理しましたが、当期純利益は17億４千８百万円(対前連結会計年度比53.2％増)と前連結会計年度

を大幅に上回る結果となりました。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は141億６千８百万円となり、

前連結会計年度末より45億５千万円増加しました。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、56億８千万円の増加(前連結会計年度比48億１千７百万円

増)となりました。これは、主に未成工事支出金等の増加による資金の減少22億３千４百万円があっ

たものの、税金等調整前当期純利益36億５千４百万円、および売上債権の減少による資金の増加28億

９千５百万円等があったことによるものです。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは７億６千１百万円の減少(前連結会計年度比５億６千８百万

円減)となりました。これは、主に投資有価証券の取得による支出６億９千２百万円によるもので

す。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは４億５千７百万円の減少(前連結会計年度比１億２千７百万

円増)となりました。これは、主に配当金の支払５億１千３百万円によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産実績を定義することが困難であり、

建設事業においては請負形態をとっております。このため生産及び販売実績という定義はそぐわないの

で、受注高及び完成工事高で表示しております。 

(1) 受注実績 

受注実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

(2) 完成工事高 

完成工事高を部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 主な相手先別の完成工事高、及び当該完成工事高の完成工事高総額に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

受注高 
(百万円)

受注残高
(百万円)

受注高
(百万円)

受注残高 
(百万円)

発電設備工事 
(うち電気計装工事)

38,983
(1,965)

19,584
(488)

45,337
(2,593)

22,120
(799)

化工機設備工事 
(うち電気計装工事)

16,584
(196)

6,774
(50)

13,341
(1,646)

5,170
(781)

その他設備工事 
(うち電気計装工事)

1,815
(577)

537
(23)

1,506
(620)

349
(4)

合計
(うち電気計装工事)

57,383
(2,739)

26,895
(561)

60,184
(4,859)

27,641
(1,585)

区分

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

発電設備工事 
(うち電気計装工事)

38,816
(2,314)

42,800
(2,281)

化工機設備工事 
(うち電気計装工事)

13,180
(726)

14,944
(915)

その他設備工事 
(うち電気計装工事)

2,135
(1,028)

1,694
(639)

合計
(うち電気計装工事)

54,132
(4,069)

59,439
(3,835)

期別 相手先 完成工事高(百万円) 割合(％)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

三菱重工業株式会社 8,758 16.2

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

三菱重工業株式会社 10,423 17.5



なお、提出会社に係る施工高、受注高及び完成工事高の状況が当社グループの施工高、受注高及び完成

工事高の大半を占めていますので参考のために提出会社単独の事業の状況を示せば次のとおりでありま

す。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあったものについては当期受注工事

高にその増減を含みます。したがって当期完成工事高にもかかる増減が含まれます。 

２ 次期繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致します。 

４ 当期受注工事高のうち海外工事の割合は、前事業年度6.5％、当事業年度2.3％でそのうち請負金額10億円以

上の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

② 受注工事高の受注方法別比率 

工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。 

  

 
(注) 百分比は請負金額比であります。 

  

期別 工事別

前期繰越 

工事高 

(百万円)

当期受注 

工事高 

(百万円)

計 

(百万円)

当期完成 

工事高 

(百万円)

次期繰越工事高

当期 

施工高 

(百万円)
手持工事高

(百万円)

うち施工高

比率 

(％)

金額 

(百万円)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

19,122
(836)

37,850
(1,965)

56,973
(2,801)

38,163
(2,313)

18,809
(488)

24.3
(74.0)

4,564
(361)

38,266
(2,399)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

3,352
(580)

16,484
(196)

19,836
(776)

13,102
(726)

6,734
(50)

25.9
(99.2)

1,746
(49)

13,786
(230)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

792
(464)

1,219
(495)

2,012
(959)

1,651
(938)

361
(21)

57.5
(100.0)

207
(21)

1,455
(657)

計
(うち電気計装工事)
うち海外工事

23,267
(1,881)
4,375

55,554
(2,657)
3,617

78,822
(4,538)
7,993

52,917
(3,979)
4,470

25,904
(559)
3,522

25.2
(77.3)
0.5

6,519
(431)
16

53,507
(3,287)
4,416

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

18,809
(488)

44,606
(2,593)

63,415
(3,081)

41,903
(2,281)

21,512
(799)

22.5
(29.1)

4,843
(232)

42,182
(2,152)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

6,734
(50)

13,078
(1,646)

19,812
(1,696)

14,850
(915)

4,961
(781)

68.7
(77.9)

3,409
(608)

16,513
(1,474)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

361
(21)

916
(500)

1,277
(521)

1,142
(521)

135
(―)

78.8
(―)

106
(―)

1,041
(500)

計
(うち電気計装工事)
うち海外工事

25,904
(559)
3,522

58,601
(4,739)
1,347

84,505
(5,298)
4,870

57,897
(3,717)
3,369

26,608
(1,581)
1,500

31.4
(53.2)
0.9

8,359
(841)
13

59,737
(4,127)
3,366

前事業年度 兼松株式会社 フィリピン・北ネグロス地熱発電所土建・据付工事

当事業年度 香港電燈有限公司 香港ランマ火力発電所９号据付工事

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

67.5
(79.5)

32.5
(20.5)

100 
(100)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

36.9
(62.8)

63.1
(37.2)

100 
(100)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

71.5
(97.2)

28.5
 (2.8)

100 
(100)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

62.4
(73.2)

37.6
(26.8)

100 
(100)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

50.8
(56.6)

49.2
(43.4)

100 
(100)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

92.9
(76.2)

7.1
(23.8)

100 
(100)



③ 完成工事高 

  

 
(注) １ 海外工事の地域別完成工事高割合は、次のとおりであります。 

  

 
２ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

  前事業年度 請負金額15億円以上の主なもの 

 
  当事業年度 請負金額６億円以上の主なもの 

 
３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

 
  

期別 区分

国内 海外 計

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)／(Ｂ) 
(％)

(Ｂ) 
(百万円)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

4
(―)

33,688
(2,313)

4,470
(―)

11.7
(―)

38,163
(2,313)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

1
(―)

13,101
(726)

―
(―)

―
(―)

13,102
(726)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

―
(―)

1,651
(938)

―
(―)

―
(―)

1,651
(938)

計
(うち電気計装工事)

5
(―)

48,440
(3,979)

4,470
(―)

8.4
(―)

52,917
(3,979)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

0
(―)

38,533
(2,281)

3,369
(―)

8.0
(―)

41,903
(2,281)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

61
(―)

14,789
(915)

―
(―)

―
(―)

14,850
(915)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

―
(―)

1,142
(521)

―
(―)

―
(―)

1,142
(521)

計
(うち電気計装工事)

61
(―)

54,465
(3,717)

3,369
(―)

5.8
(―)

57,897
(3,717)

地域 前事業年度(％) 当事業年度(％)

東アジア 78.8 91.7

東南アジア 18.4 4.3

その他 2.8 4.0

計 100 100

株式会社東芝 電力・社会システム社 台湾フォンダー・チャンビン複合火力土建据付材納及び工事管

理

COFIVA ベトナム・フーミー２―２複合火力発電所機器据付工事

関電プラント株式会社 関西電力株式会社舞鶴火力建設所１号ボイラ新設工事

三菱重工業株式会社 東京電力株式会社広野火力発電所５号ボイラ本体及び周辺機器

据付工事

川崎重工業株式会社 北越製紙株式会社新潟工場８号回収ボイラEP据付工事

三菱重工業株式会社 東京PCB廃棄物処理施設据付工事

Stone & Webster Asia, Inc. 香港中華電力ブラックポイント発電所HRSG据付工事

三菱重工業株式会社 宮崎県廃棄物総合処理センター焼却溶融施設建設工事

株式会社神鋼環境ソリューション 豊田PCB廃棄物処理施設設置工事

富士電機E&C株式会社 株式会社東京ガス横須賀パワー／横須賀パワーステーション主

機・HRSG・電装工事

三菱重工業株式会社 株式会社フロンティアエネルギー新潟／新潟発電所ボイラ据付

工事

前事業年度

三菱重工業株式会社 8,758百万円 16.6％

当事業年度

三菱重工業株式会社 10,423百万円 18.0％



④ 手持工事高(平成18年３月31日現在) 

  

 
(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

区分

国内 海外 計 
(Ｂ) 
(百万円)官公庁

(百万円)
民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)／(Ｂ)
(％)

発電設備工事 
(うち電気計装工事)

―
(―)

20,011
(799)

1,500
(―)

7.0
(―)

21,512
(799)

化工機設備工事 
(うち電気計装工事)

―
(―)

4,961
(781)

―
(―)

―
(―)

4,961
(781)

その他設備工事 
(うち電気計装工事)

―
(―)

135
(―)

―
(―)

―
(―)

135
(―)

計
(うち電気計装工事)

―
(―)

25,108
(1,581)

1,500
(―)

5.6
(―)

26,608
(1,581)

香港電燈有限公司 香港ランマ火力発電所９号据付工事 平成18年８月完成予定

三菱重工業株式会社 東京都二十三区清掃一部事務組合 

中央防波堤灰溶融施設建設工事

平成18年12月完成予定

兼松株式会社 フィリピン・北ネグロス地熱発電所 

土建・据付工事

平成19年１月完成予定

三菱重工業株式会社 株式会社クリーンコールパワー研究所 

IGCC実証機ガス化炉設備据付工事

平成20年３月完成予定

東電工業株式会社 東京電力株式会社川崎火力発電所 

第１号系列主要発電設備据付工事

平成21年７月完成予定

三菱重工業株式会社 北海道電力株式会社泊発電所３号機 

原子力プラント一次系設備建設工事

平成21年12月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当社および当社グループは、受注高・売上高が伸びないなかにおいても、利益を確保できる体質強化に

努めておりますが、引き続き事業環境は予断を許さない状況にあります。このような状況のなか、当社は

経営基盤強化のために中期経営計画を策定し、これを確実に実践していくことで徹底したコスト削減と受

注の拡大を図り、またグループ各社においては、近年の受注および施工体制が重層化、複雑化していくな

かで堅実な経営に努力しております。工事施工面においては、安全と品質の確保を第一に、工事専門会社

に徹しつつ、これに設計、エンジニアリングを含めることで付加価値を高め、当プラント建設業界におけ

る確固たるポジションを築くことをめざしております。 

発電設備工事部門については、国内の新規建設工事のうち自家用火力発電設備および除却案件が増加し

ており、また、本年度以降には原子力発電所の廃炉などの工事が予想されます。当社では昨年７月「廃止

措置グループ」を設け、除却案件を視野に入れた受注ならびに施工に全力をあげているところでありま

す。また、近年大幅に落ち込んだ海外工事の受注量の回復をはかるため、本年５月の組織改正で海外案件

担当部門を独立強化し、積極的に営業活動を展開していく所存であります。 

また、当社において昨年７月に導入した執行役員制度により、意思決定機能と業務執行機能を分離し、

迅速かつ的確な意思決定と業務執行体制の強化を図ることで、経営の活性化を推進してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項は、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において、当

社が判断したものであります。 

(1) 特定の業種項目への依存 

当社グループの売上高は発電設備事業への依存度が非常に高くなっており、電力業界の動向に影響を

受ける可能性があります。発電設備においては、重大な事故の発生や、電力需要の伸び悩みおよび電力

自由化による電気事業者のコスト削減要因などにより、多数の発電所の建設中止や停止という事態とな

った場合、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 災害等による影響 

当社グループの拠点は、顧客のプラント設備の敷地内に存在し各地に点在しております。自然災害等

によりプラント設備が稼動困難となった場合には、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 



６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、工事施工の能率および安全性の向上を目的とした機械・工具等の開発およ

び改良と、受注領域拡大のための新分野技術の研究、習得を主体として行っております。開発品および開

発工法を通じ、社員指導教育も合わせて実施することで社員の専門知識・技能の向上を目指し活動を行っ

ております。 

当連結会計年度における各種プラント設備の建設、補修、維持関連の研究開発費は、グループ全体で65

百万円であり、その主なものは次の通りであります。なお、当社グループの研究開発活動においては、各

部門に関連したものが非常に多いため、部門別の掲載はしておりません。 

(1) 小型SSSジャッキの実証テスト及び実用テスト 

当社グループの太平ジャッキシステムを手で持ち運べるまでに小型・軽量化することで、機器の据

付・解体に重機を必要としない開発を当社が中心となって行っております。今後、実用化に向け詳細設

計に基づく改良を進めるとともに、汎用性の高い半自動システムに改造を行い、工場での荷重テストお

よび確認を行う予定であります。本ジャッキは、廃止措置工事関係に注目し、工法も含め高い完成度を

もった製品を目指しており、従来不可能だった場所での工事に使用を可能とすることで、用途も多様に

広がることとなります。 

  

(2) 国産新ジョウ実証テスト 

当社グループの太平ジャッキシステムに利用しているストランドをつかむためのジョウを改良し、従

来より長持ちさせるための方法を当社が中心となって行っております。国産にすることで生産性、供給

効率の向上および品質の向上が図られ、また製品寿命を延長化することにより資材の有効活用が図られ

ます。現在、実機試験を実施し、その耐久性について検証を行っております。今後の太平ジャッキシス

テムの性能向上およびジョウの交換期間が延びることで、コストダウンおよび資源の有効活用が期待さ

れます。 

  

(3) ジャッキクレーンの製造認可 

原子炉・コンクリート一括解体工法を中心とした原子力発電所解体工法を目的とした超重量物揚重搬

送システムの開発を行っております。超重量物揚重搬送システムについては、海外においてジャッキク

レーンの実績があり、これを踏まえて、当社グループで開発した太平ジャッキシステムの技術を利用し

た開発を進めております。今後、国内工事を目的としたジャッキクレーンの製造認可を取得すべく、原

子力廃止措置工法への利用を含め技術的検証および審査を行いながら設計を進めております。 

  

(4) ジャッキシステムマニュアルの整備及び装置設計・施工部門の教育 

太平ジャッキシステムの受注拡大を視野に入れ、太平ジャッキシステムのオペレーティングおよび技

術指導員の増員を目的とした教育訓練活動を実施しております。専門性の高い教育活動を実施すること

で社員のスキルアップも合わせて実施できるようなプログラム作成の検討を進めております。また、太

平ジャッキシステムのマニュアルを整備することで太平ジャッキシステムを利用した工事の効率向上を

目指しております。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  「財政状態及び経営成績の分析」の全ての財務情報は、当有価証券報告書に記載している連結財務諸表

に基づいております。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したもの

であります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基

準に基づいて実施しております。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １(1) 連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」に記載しております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当プラント建設業界、とくに当社グループが主力とする電力プラント分野におきましては、電力各社

による送配電設備への投資は増加したものの、発電設備への投資は引き続き抑制されており、案件の減

少と受注価格の低価格化が進み、それに起因する採算悪化の傾向が強まり、当社グループの収益に深刻

な影響を与える状況が続いております。 

このような状況のなか、当社グループは安定した収益の確保に向け、受注量確保の重点施策として営

業体制の整備を行い、発電プラントの新規建設案件が少ないなか、除却案件やメンテナンス案件の受注

に全力をあげ、あわせて化工機設備工事部門においても環境保全対策に関連した新規客先の開拓を行う

など、積極的な営業活動を展開してまいりました。 

受注高につきましては、国内分野において発電設備工事は、建設部門・メンテナンス部門とも増加

し、化工機設備工事のうち、ごみ処理施設などの環境設備の建設工事が一巡し減少したものの、国内分

野の受注高は583億８百万円となりました。これに対し海外分野においては、アジア諸国の経済事情に

よる発電設備案件の繰り延べなどにより、受注は低調で前連結会計年度を下回る18億７千５百万円とな

りましたが、国内・海外分野を合わせた当連結会計年度の受注高は、合計601億８千４百万円となり、

前連結会計年度をわずかながら上回りました。 

次に売上高につきましては、国内分野においては発電設備工事ならびに化工機設備工事は、建設部

門・メンテナンス部門とも増加したことにより、594億３千9百万円と前連結会計年度を上回る結果とな

りました。 

利益面につきましては、工事収支の改善に努めたことにより利益率が改善され、また、円安による為

替差益などにより収益計上となり、当期純利益は17億４千８百万円と前連結会計年度を大幅に上回る結

果となりました。 

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループの主力である電力業界におきましては、設備投資抑制傾向は変わらず、工事案件が減少

し引き続き厳しい受注環境となっております。加えて価格競争の激化による受注価格の低下や客先の予

算圧縮および工期の短縮等により、採算性が悪化する傾向が強まっております。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

当社グループは、売上の大幅な増加が見込めない市場環境にあって、安定した収益を計上するために

堅実経営に徹し、財務体質の強化および事業基盤の強化に努めるとともに、設計、据付、メンテナン

ス、解体と一貫して施工できるトータル技術集団として存在価値を認められる企業グループを目指して

おります。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは前連結会計年度より48億1千７

百万円多い56億８千万円を得ております。これは、主に未成工事支出金等の増加による資金の減少22億

３千4百万円があったものの、税金等調整前当期純利益36億5千4百万円、および売上債権の減少による

資金の増加28億９千５百万円等があったことによるものです。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよ

う努めておりますが、電力各社による送配電設備への投資は増加したものの、発電設備への投資は引き

続き抑制されており、案件の減少と受注価格の低価格化が進み、それに起因する採算悪化の傾向が強ま

り、当社グループの収益に深刻な影響を与える状況が続いております。このような状況のなか、昨年導

入された執行役員制度を活かし、本年度が最終となる「中期経営計画」により策定された計画の完遂に

向けグループ一丸となって全力を注いでまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

(注) 設備の状況に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、工事施工の能率及び安全性の向上を目的として機械・工具の開発及び改良を中心に

投資を行い、その総額は782百万円でありました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

事業所 
(所在地)

帳簿価額 (百万円)

従業員数
(人)建物・ 

構築物

機械・運搬
具・工具器
具・備品

土地

合計

面積(㎡) 金額

本社等 
(東京都千代田区他)

2,948 17
(5,038.94)
38,263.46

1,265 4,231 157

技能訓練センター 
(千葉県木更津市)

155 23 4,290.99 91 270 3

北海道支店 
(札幌市北区)

0 0 ― ― 0 12

名古屋支店 
(名古屋市中区)

2 0 ― ― 3 11

大阪支店 
(大阪市中央区)

― 0 ― ― 0 19

九州支店 
(北九州市小倉北区)

15 0 977.24 4 20 6

工場設備 
(埼玉県久喜市)

457 285 37,141.33 594 1,337 54

建設所等 
(福島県双葉郡大熊町他)

1,221 1,049
(21,101.00)
69,567.90

868 3,140 961

賃貸不動産 
(横浜市鶴見区他)

623 0
(671.07)
720.91

107 731 ―

計 5,425 1,377
(26,811.01)
150,961.83

2,932 9,735 1,223



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額に建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 当社グループの設備は、各部門にまたがり使用されるため部門別に分類せず、主要な事業所ごとに一括して

記載しております。 

３ 土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借しております。土地の面積については、( )内に外書きで示し

ております。 

４ 賃貸不動産は、投資その他の資産として表示しております。 

５ リース契約による賃借設備のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

 
  

会社名
事業所 
(所在地)

帳簿価額 (百万円)

従業員数
(人)建物・ 

構築物

機械・運搬
具・工具器
具・備品

土地

合計

面積(㎡) 金額

豊楽興産㈱
本社等 
(埼玉県久喜市他)

7 4 206.70 0 12 8

不二機工㈱
本社 
(広島県福山市)

21 1 761.69 15 37 15

新東洋ロール㈱
本社 
(埼玉県戸田市)

29 15 2,879.80 160 204 22

富士アイテック㈱
本社等 
(東京都千代田区 
他)

37 9 321.28 63 110 32

㈱古田工業所
本社等
(北九州市小倉南
区他)

3 3 360.33 2 9 12

計 98 34 4,529.80 241 375 89

会社名
事業所 
(所在地)

帳簿価額 (百万円)

従業員数 
(人)建物・ 

構築物

機械・運搬
具・工具器
具・備品

土地

合計

面積(㎡) 金額

太平アルテック㈱
工場設備 
(フィリピン・ 
ラグナ州)

18 14 89,937.00 24 57 57

会社名 事業所名 設備の内容 台数

太平電業㈱ 本社 ホストサーバー 22



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

経営規模の拡大、施工の機械化などに伴い事務所、機械設備などの拡充更新を推進しつつあり、その計

画を示せば、次のとおりであります。 

  

 
(注) 今後の所要額271百万円は全額自己資金でまかなう予定です。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

特記事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記事項はありません。 

  

区分
予算額 
(百万円)

既払額
(百万円)

今後の所要額
(百万円)

備考

土地建物

 事務所用 ― ― ―

 その他 114 ― 114
名古屋地区機材センター
倉庫棟他

計 114 ― 114

機械設備

 機械装置 64 ― 64
スクリューコンプレッサ
ー他

 車両運搬具 67 ― 67 クレーン付トラック他

 工具器具・備品 25 ― 25

157 ― 157

271 ― 271



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 会社が発行する株式の総数は、「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」と定款に

定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数の減少は利益による自己株式の消却によるものであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 44,183,960 44,183,960

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 44,183,960 44,183,960 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日

△844 44,183 ― 4,000 ― 4,645



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式1,354,738株は「個人その他」に1,354単元、「単元未満株式の状況」に738株含まれております。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、1,354,738株であります。 
２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、４単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
２ 当社は、自己株式1,354千株(3.07％)を所有しておりますが、上記大株主から除いております。 

３ 株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付をもって株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、同日付で商号変更

し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 51 17 109 101 1 3,853 4,132 ―

所有株式数 
(単元)

0 14,486 218 6,075 9,616 2 13,204 43,601 582,960

所有株式数 
の割合(％)

0 33.22 0.50 13.93 22.06 0.01 30.28 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス 
信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町１丁目13－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟)

3,935 8.91

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナシヨナルリミ
テツド 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券会社東京支店)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 
恵比寿ガーデンプレイスタワー)

2,818 6.38

西華産業株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３－１ 1,507 3.41

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社 (信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,442 3.26

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,392 3.15

太平電業社員持株会 東京都千代田区神田神保町２丁目４ 1,283 2.91

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,104 2.50

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 1,000 2.26

三井物産株式会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区大手町１丁目２－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟)

998 2.26

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 834 1.89

計 ― 16,316 36.93

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,442千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 834千株



４ 大株主は平成18年３月31日現在の株主名簿にもとづくものでありますが、平成16年12月10日付でマラソン・

アセット・マネジメント・エルエルピーから提出された大量保有報告書により、同社が2,310千株所有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社としては平成18年３月31日現在の実質保有状況が確認できないた

め、上記表には含めておりません。 

また、平成17年11月15日付で株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから提出された大量保有報告書

により、同社の子会社４社が2,227千株所有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、平成18

年３月31日現在の実質保有状況について株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外は確認できないため、上記表には

含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容のうち、確認できない内容は次のとおりであります。

 
また、平成17年12月27日付でバークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から提出された

大量保有報告書（訂正報告書）により、同社及びその共同保有者7社が2,151千株所有している旨の報告を受

けておりますが、当社としては平成18年３月31日現在の実質保有状況が確認できないため、上記表には含め

ておりません。なお、その大量保有報告書（訂正報告書）の内容は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 所有株式数（千株）
発行済み株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社                1,062                      2.40

三菱ＵＦＪ証券株式会社                   18                      0.04

三菱ＵＦＪ投信株式会社                   43                      0.10

計                1,123                      2.54

氏名又は名称 所有株式数（千株）
発行済み株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信
託銀行株式会社

                 165                      0.37

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株
式会社

                 836                      1.89

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、
エヌ・エイ

                 151                      0.34

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・
リミテッド

                 147                      0.33

バークレイズ・バンク・ピーエルシー                   29                      0.07

バークレイズ・キャピタル・セキュリティー
ズ・リミテッド

                381                      0.86

バークレイズ・キャピタル・ジャパン・リミテ
ッド（証券）

                 307                      0.69

バークレイズ・キャピタル・インク                  135                      0.31

計                2,151                      4.86



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、４千株(議決権４個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、東京動力株式会社所有の相互保有株式796株及び当社所有の自己株式

738株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 

1,354,000
(相互保有株式)
普通株式  17,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

42,230,000
42,230 同上

単元未満株式 普通株式 582,960 ― 同上

発行済株式総数 44,183,960 ― ―

総株主の議決権 ― 42,230 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田 
神保町２―４

1,354,000 ― 1,354,000 3.06

(相互保有株式) 
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区 
佃野町11―８

17,000 ― 17,000 0.04

計 ― 1,371,000 ― 1,371,000 3.10



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月29日現在 

 
(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めてお

ります。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、経営基盤の強化と財務体質の改善に努める一方、将来の営業範囲の拡大・事業展開に向けた研

究開発および建設用機械設備等の資金需要に備えるため、内部留保の充実も勘案しながら、株主の皆様へ

の安定的な配当を維持することを、利益分配の基本方針として考えております。 

したがって、当事業年度（第66期）におきましては、前事業年度12円に対し、３円増配し、１株につき

15円といたしました。 

  

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円)

自己株式取得に係る決議 普通株式 ─ ─



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 464 343 461 711 1,200

最低(円) 271 230 261 390 557

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 825 941 1,108 1,195 1,200 1,100

最低(円) 712 775 907 928 985 990



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

平 塚   卓 昭和16年12月10日生

昭和39年３月 当社入社

38

〃 58年５月 当社第一営業部長

平成３年６月 当社取締役業務部長

〃 ６年２月 当社取締役名古屋支店駐在

〃 10年６月 当社常務取締役名古屋支店駐在

 〃 14年７月 当社常務取締役総務部長兼経理部

担当

〃 15年６月 当社専務取締役工事本部長

〃 17年６月 当社専務取締役統括社長補佐

 〃 18年６月 当社代表取締役社長(現在)

代表取締役 渡 辺   均 昭和11年８月20日生

昭和31年４月 当社入社

72

〃 52年９月 当社取締役第一工事部長兼大飯原

子力建設事務所長

〃 60年９月 当社常務取締役工事本部長

平成元年６月 当社専務取締役工事本部長

〃 ３年６月 当社代表取締役専務工事本部長

〃 ７年６月 当社代表取締役社長

〃 15年６月 当社取締役相談役

〃 16年７月 当社代表取締役(現在)

常務取締役 工事統括 加 藤 幸 生 昭和22年12月15日生

昭和45年３月 当社入社

8

平成２年11月 当社香港ランマ総合事務所長

〃 ９年６月 当社海外工事部長

〃 12年６月 当社沖縄金武火力建設所長

〃 14年６月 当社取締役沖縄金武火力建設所長

〃 15年１月 当社取締役工事本部副本部長兼沖

縄金武火力建設所長

〃 15年６月 当社取締役工事本部副本部長兼建

設部長

〃 17年６月 当社常務取締役工事統括(現在)

取締役 総務統括 猪 股 正 憲 昭和22年５月３日生

昭和46年３月 当社入社

10

平成３年７月 当社経理部次長

〃 ５年７月 当社経理部長

〃 13年６月 当社取締役経理部長

〃 15年６月 当社取締役総務部長

〃 17年６月 当社取締役総務統括(現在)

取締役 営業統括 小 林 政 吉 昭和22年４月17日生

昭和43年３月 当社入社

11

平成４年５月 当社丸善石化千葉建設所長

〃 ５年７月 当社技術部次長

〃 11年11月 当社技術部長

〃 14年６月 当社取締役技術部長

〃 15年６月 当社取締役工事本部副本部長兼技

術部長

〃 16年４月 当社取締役営業本部副本部長兼第

二営業部長

〃 17年６月 当社取締役営業統括(現在)



 
(注) 監査役澁谷孝義、武山知良の両氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
執行役員 
大阪支店長

今 西 和 治 昭和21年６月11日生

昭和44年３月 当社入社

11

平成５年１月 当社第一工事部次長

〃 ６年３月 当社インドネシア・スララヤ総合

事務所長

〃 12年６月 当社取締役大阪支店工事部長

〃 13年６月 当社取締役大阪支店長

 〃 17年７月

 〃 18年６月

当社執行役員大阪支店長 

当社取締役執行役員大阪支店長

(現在)

取締役
執行役員 
名古屋支店長

高 橋   徹 昭和21年11月26日生

昭和44年３月 当社入社

10

平成２年11月 当社第一工事部次長

〃 ９年２月 当社第一工事部長

〃 12年６月 当社取締役敦賀火力建設所長

 〃 13年６月 当社取締役工事本部副本部長兼建

設部長兼苫東厚真総合事務所長

〃 15年６月 当社取締役営業本部副本部長兼第

一営業部長

 〃 17年７月

 〃 18年６月

当社執行役員名古屋支店長 

当社取締役執行役員名古屋支店長

(現在)

監査役 
(常勤)

長 光 宏 典 昭和14年５月29日生

昭和33年４月 当社入社

32

平成５年６月 当社取締役技術部長

〃 13年６月 当社常務取締役第三営業部長

〃 14年７月 当社常務取締役営業本部副本部長

兼第一営業部長

〃 15年６月 当社監査役(現在)

監査役 
(常勤)

秋 吉 幹 生 昭和16年２月２日生

昭和39年３月 当社入社

14

〃 53年11月 当社北海道支店長

〃 63年８月 当社サービス部長

平成10年８月 当社九州支店長

〃 11年６月 当社取締役九州支店長

〃 14年６月 当社監査役(現在)

監査役 澁 谷 孝 義 昭和11年８月６日生

昭和30年４月 大蔵省入省

―

〃 35年12月 大蔵省主計局

〃 61年７月 大蔵省関東財務局理財部次長

平成２年３月 大蔵省退官

〃 ２年４月 農林漁業金融公庫経理部長

〃 ６年７月 農林漁業金融公庫監事

〃 10年７月 農林漁業金融公庫監事退任

〃 11年７月 財団法人農林水産長期金融協会監

事

〃 15年７月 財団法人農林水産長期金融協会監

事退任

〃 16年６月 当社監査役(現在)

監査役 武 山 知 良 昭和15年10月22日生

昭和43年２月 公認会計士田添浩事務所入所

―

 〃 48年６月 監査法人サンワ事務所(現監査法

人トーマツ)入社

 〃 63年７月 サンワ・等松青木監査法人(現監

査法人トーマツ)社員

平成10年７月 監査法人トーマツ代表社員

 〃 17年９月 日本公認会計士協会倫理委員会

「職業倫理相談作業部会」部会員

(現在)

 〃 17年12月

 〃 18年６月

監査法人トーマツ定年退職

当社監査役(現在)

計 210



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主、客先、その他関係先に対し誠実でより良い協力関係の実現に努め、法律を遵守し、社

会的責任を果たす経営体制を目標としており、コーポレート・ガバナンスは重要課題と考え、経営環境

の激しい変化に対応すべくその強化、充実により意思決定を迅速に行い、堅実で機動性を持った経営を

目指しております。 

  

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況(平成18年３月31日現在) 

(1) 委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

当社は監査役制度採用会社であります。 

(2) 社外取締役・社外監査役の選任の状況 

取締役６名、監査役４名、うち２名が社外監査役であります。なお、現在社外監査役により監査を

実施しており、経営の監視機能については、十分に機能する体制が整っているため、社外取締役は選

任しておりません。 

(3) 社外役員の専従のスタッフの配置状況 

社外監査役に対する専従スタッフの配置はしておりませんが総務部および経理部にて対応しており

ます。 

(4) 業務執行・監視の仕組み 

当社は取締役会を社内取締役６名で構成し、毎月定例に、また特別の事項が生じた場合はその都度

臨時に開催しております。これにより適時に決議し、意思決定の迅速化を図っております。取締役会

は、原則として毎週開催される常務会で審議・立案された案件を法令・定款その他社会規範等に照ら

し、違法性・適格性の有無を検討、確認したうえで決定しております。また、取締役と執行役員等で

構成される箇所長会議を年２回、経営会議を年４回開催し、業務執行状況の報告、情報交換ならびに

決議事項の伝達を行っております。 

監査役については、４名のうち２名を社外監査役とし、取締役会のほか、経営会議、箇所長会議等

に出席し、経営に対する監視を行うとともに、適宜アドバイスを受けております。また監査役会を定

期的に開催するとともに、年間計画に基づいて監査活動を実施しております。 

(5) 内部統制の仕組み 

当社は、経営環境の変化に対して迅速かつ的確に対応していくため、執行役員制度を導入し、取締

役会を経営方針・戦略の意思決定機関として明確に位置づけ、業務執行機能と分離するとともに、権

限と責任を明確化し、組織の活性化を図ることで、経営の効率化と意思決定の迅速化を推進しており

ます。 

また常務会を設け、経営上の問題を検討し、取締役会にはかり裁決を受け実行しております。な

お、常務会は常務以上の取締役で構成されており、原則毎週開催し、事案によっては取締役、執行役

員、担当部長も出席し、取締役会にはかる検討案を作成しております。 

当社の監査役会では、各監査役が監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議に

出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決議書類等を閲覧し、本社、支店、営業所

および主要な事業所において業務および財産の状況を調査しております。 

  



  

(6) 会計監査の状況 

商法特例法および証券取引法に基づく会計監査人として、太陽ＡＳＧ監査法人を選任しておりま

す。当社監査に従事する業務執行社員は、梶川 融、遠藤 了、桐川 聡の３名であり、継続監査年

数はそれぞれ12年、６年、１年であります。監査業務に従事する補助者は公認会計士２名と会計士補

３名、その他１名の６名であります。同監査法人と当社とは、当社監査について監査契約を締結し、

それに基づき報酬を支払っており、平成17年度の公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項

に規定する業務に基づく報酬は28百万円であります。それ以外の業務に基づく報酬はありません。 

(7) 弁護士の状況 

弁護士については弁護士事務所と顧問契約を締結し、必要に応じ適宜アドバイスを受けておりま

す。 



(8) 内部監査および監査役監査の組織 

① 内部監査の状況 

当社は、社長直轄の組織である統括経営企画部を設置しております。統括経営企画部は、定期的

に開催される経営会議等に出席し、この会議で洗い出された会社の問題点について改善に向けた提

言を行っており、また、策定された「中期経営計画」の完遂に向けて、各箇所の実施方法ならびに

進捗状況についての監査を行っております。 

② 監査役監査の状況 

当社の監査役は、４名のうち２名が社外監査役であります。 

各監査役は、監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会をはじめ、経営会議、箇所長会議等の

重要な会議に出席し、取締役等から事業の報告を受け、重要な決議書類等を閲覧し、内容を検証す

るほか、本社、支店、営業所ならびに主要な事業所においては、業務および財産の状況について調

査しております。これにより、経営に対する監視ならびに業務運営上の改善に向けたアドバイスを

適宜行っております。 

また、定期的に監査役会を開催するとともに、年間計画に基づく監査活動を実施しております。

監査役会では、取締役会および代表取締役に対し、監査計画ならびに監査の実施状況および結果

について適宜報告し、また代表取締役とは定期的な会合をもつことで、会社が対処すべき課題、監

査上の重要課題等について意見交換をし、相互認識を深めるよう努めております。 

③ 監査役監査及び会計監査の相互連携 

監査役は、会計監査人である太陽ＡＳＧ監査法人と定期的な打合せおよび意見交換を行い、監査

の都度立会いをし、相互に情報の共有、連携体制の強化に努めております。 

(9) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

該当事項はありません。 

(10) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

取締役会については、毎月定期的に、また特別の案件の場合はその都度開催しており、取締役及び

監査役出席の上、検討、討議、決定しております。議題については、部門を統括する取締役より、ま

た専門的な案件については、担当部署から事前に説明を受け、取締役会にはかり決定し、さらに取締

役と執行役員で構成される経営会議を定期的に開催することで、スムーズな意思伝達と情報交換によ

り効率的かつ健全な経営監視体制を構築しております。 

(11) 会社のコーポレート・ガバナンスに対する今後の取り組み 

当社は、経営環境の変化に対して迅速かつ的確に対応していくため執行役員制度を導入したことに

より、取締役会を経営方針・戦略の意思決定機関として位置づけ、経営の意思決定機能と業務執行機

能を分離することで、それぞれの権限と責任を明確にし、意思決定の迅速化と効率的な経営を推し進

める体制をより一層強化することに努めてまいります。 

また、本年５月の取締役会において内部統制に関する基本方針を決定し、これに基づき各種のリス

クを把握しこれを制御するリスク管理体制や、社会規範および企業倫理まで含め遵守するコンプライ

アンス体制を構築するとともに、関連諸規定の整備を進めているところであります。 

(12) 役員報酬の内容 

 
(注)当社取締役はすべて社内取締役であります。 

取締役の年間報酬総額 106百万円

監査役の年間報酬総額 23百万円

合 計 130百万円



  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和

24年建設省令第14号)により作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表につ

いては、太陽監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)

の連結財務諸表及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表については、太

陽ＡＳＧ監査法人の監査を受けております。 

なお、太陽監査法人は、平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査

法人に変更しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 ※２ 11,207 10,945

 ２ 受取手形・完成工事 
   未収入金

23,233 21,505

 ３ 有価証券 10 10

 ４ 未成工事支出金等 7,246 9,480

 ５ 短期貸付金 ※７ 4,065 8,066

 ６ 繰延税金資産 497 656

 ７ その他 302 434

    貸倒引当金 △40 △76

     流動資産合計 46,523 74.5 51,021 72.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

 (1) 建物・構築物 ※２ 12,433 12,428

   減価償却累計額 7,264 5,169 7,509 4,918

 (2) 機械・運搬具・ 
   工具器具・備品

10,937 10,891

   減価償却累計額 9,565 1,372 9,465 1,426

 (3) 土地 ※２ 3,112 3,091

 (4) 建設仮勘定 2 ―

     有形固定資産計 9,656 15.5 9,436 13.5

 ２ 無形固定資産 110 0.2 108 0.1

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 ※１ 4,327 7,298

 (2) 長期貸付金 36 2

 (3) 賃貸不動産 ※２ 1,310 1,310

   減価償却累計額 542 767 578 731

 (4) その他 1,208 1,641

    貸倒引当金 △181 △146

     投資その他の資産計 6,157 9.8 9,528 13.6

     固定資産合計 15,924 25.5 19,072 27.2

     資産合計 62,447 100 70,094 100



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形・工事未払金 10,926 12,544

 ２ 短期借入金 ※２ 354 345

 ３ 未払法人税等 667 1,288

 ４ 未成工事受入金 3,093 4,229

 ５ 賞与引当金 629 720

 ６ 完成工事補償引当金 15 18

 ７ その他 751 958

     流動負債合計 16,437 26.3 20,106 28.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 78 164

 ２ 繰延税金負債 ― 1,047

 ３ 退職給付引当金 1,250 1,318

 ４ 役員退職慰労引当金 ― 205

 ５ その他 123 79

     固定負債合計 1,452 2.4 2,815 4.0

     負債合計 17,890 28.7 22,921 32.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 86 0.1 123 0.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 4,000 6.4 4,000 5.7

Ⅱ 資本剰余金 4,645 7.5 4,646 6.6

Ⅲ 利益剰余金 35,107 56.2 36,278 51.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,205 1.9 2,587 3.7

Ⅴ 為替換算調整勘定 △95 △0.2 △50 △0.1

Ⅵ 自己株式 ※６ △393 △0.6 △413 △0.6

     資本合計 44,470 71.2 47,049 67.1

     負債、少数株主持分 
     及び資本合計

62,447 100 70,094 100



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 54,132 100 59,439 100

Ⅱ 完成工事原価 48,003 88.7 51,557 86.7

   完成工事総利益 6,129 11.3 7,881 13.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 3,555 6.6 4,103 6.9

   営業利益 2,573 4.7 3,778 6.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 14 33

 ２ 受取配当金 37 48

 ３ 固定資産賃貸料 135 137

 ４ 保険配当金 33 12

 ５ 保険金収入 ― 58

 ６ 為替差益 ― 97

 ７ その他 107 328 0.6 70 459 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 16 15

 ２ 固定資産賃貸原価 134 129

 ３ その他 24 175 0.3 30 176 0.3

   経常利益 2,726 5.0 4,061 6.8

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 1 1

 ２ 固定資産売却益 ※３ 0 0

 ３ ゴルフ会員権退会益 ― 1 0.0 38 40 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 38 ―

 ２ 固定資産除却損 ※５ 182 63

 ３ 投資有価証券売却損 9 5

 ４ 投資有価証券評価損 21 6

 ５ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 205

 ６ ゴルフ会員権評価損 60 29

 ７ 減損損失 ※６ ― 131

 ８ その他 ― 313 0.6 5 448 0.7

   税金等調整前当期純利益 2,414 4.4 3,654 6.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,156 1,946

   法人税等調整額 98 1,254 2.3 △78 1,867 3.2

   少数株主利益 18 0.0 37 0.1

   当期純利益 1,141 2.1 1,748 2.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,645 4,645

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 ― 0

Ⅲ 資本剰余金減少高

   自己株式処分差損 0 ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高 4,645 4,646

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 34,381 35,107

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,141 1,748

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 株主配当金 342 514

 ２ 役員賞与金 54 62

 ３ 自己株式処分差損 18 415 ― 576

Ⅳ 利益剰余金期末残高 35,107 36,278



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 2,414 3,654
 ２ 減価償却費 679 716
 ３ 減損損失 ― 131
 ４ 貸倒引当金増減額 4 5
 ５ その他の引当金増減額 105 367
 ６ 受取利息及び受取配当金 △52 △82
 ７ 支払利息 16 15
 ８ 為替差損益 △26 △81
 ９ 持分法による投資損益 △3 △4
 10 その他の営業外収益 △247 △313
 11 その他の営業外費用 51 70
 12 有形固定資産売却・除却損益 221 63
 13 投資有価証券等の売却・評価損益 90 39
 14 役員賞与 △54 △63
 15 売上債権の増減額 △2,353 2,895
 16 未成工事支出金等の増減額 209 △2,234
 17 仕入債務の増減額 938 1,658
 18 未払消費税等増減額 △33 8
 19 その他 66 △50
    小計 2,026 6,797
 20 利息及び配当金の受取額 54 85
 21 利息の支払額 △15 △16
 22 その他の営業外収入 254 303
 23 その他の営業外支出 △120 △168
 24 法人税等の支払額 △1,336 △1,321
   営業活動によるキャッシュ・フロー 862 5,680
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金等の預入による支出 △14,368 △13,411
 ２ 定期預金等の払戻による収入 14,251 14,228
 ３ 有価証券の取得による支出 △499 ―
 ４ 有価証券の売却等による収入 999 ―
 ５ 有形固定資産の取得による支出 △603 △504
 ６ 有形固定資産の売却による収入 19 0
 ７ 無形固定資産の取得・売却による収支 0 △0
 ８ 投資有価証券の取得による支出 △102 △692
 ９ 投資有価証券の売却等による収入 16 30
 10 貸付による支出 △112 △1
 11 貸付金の回収による収入 135 34
 12 その他の固定資産の取得による支出 △422 △567
 13 その他の固定資産の売却による収入 494 122
   投資活動によるキャッシュ・フロー △192 △761
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 短期借入れによる収入 14,152 11,364
 ２ 短期借入金の返済による支出 △14,171 △11,357
 ３ 長期借入れによる収入 ― 200
 ４ 長期借入金の返済による支出 △217 △130
 ５ 自己株式の取得・売却による収支 △4 △19
 ６ 配当金の支払額 △343 △513
 ７ 少数株主への配当金の支払額 △0 △0
   財務活動によるキャッシュ・フロー △585 △457
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 21 88
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 106 4,550
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 9,511 9,617
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 9,617 14,168



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社     ６社

  豊楽興産㈱、不二機工㈱、新東洋

ロール㈱、太平アルテック㈱、富

士アイテック㈱、㈱古田工業所

(1) 連結子会社     ６社

  同左

(2) 非連結子会社    ４社

  ㈱太平ティアンドアイ、㈱エス・

テック、ミクロネシア太平㈱、タ

イ太平㈱

(2) 非連結子会社    ３社

  ㈱太平ティアンドアイ、 

㈱エス・テック、タイ太平㈱

(3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

   非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等はいずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

であります。

(3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

   同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用会社数 

  関連会社 １社

(1) 持分法適用会社数 

  関連会社 １社

(2) 持分法適用の非連結子会社名及び

関連会社名並びに持分法非適用の

非連結子会社名及び関連会社名は

次のとおりであります。

  持分法適用の関連会社名

   東京動力㈱

  持分法非適用の非連結子会社名

   ㈱太平ティアンドアイ、

   ㈱エス・テック、ミクロネシア

太平㈱、タイ太平㈱

(2) 持分法適用の非連結子会社名及び

関連会社名並びに持分法非適用の

非連結子会社名及び関連会社名は

次のとおりであります。

  持分法適用の関連会社名

   同左

  持分法非適用の非連結子会社名

   ㈱太平ティアンドアイ、

   ㈱エス・テック、タイ太平㈱

(3) 持分法を適用しない理由

   上記の持分法非適用の非連結子

会社は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性

が無いため、持分法の適用から除

外しております。

(3) 持分法を適用しない理由

   同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社である太平アルテック㈱

の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては同決算日

現在の財務諸表を使用しております。 

 ただし、１月１日から連結決算日３

月31日までの期間に発生した重要な取

引については連結上必要な調整を行う

こととしております。

 同左

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

  有価証券

   その他有価証券

    (時価のあるもの)

     決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定)

    (時価のないもの)

     移動平均法による原価法

    なお、債券については先入先

出法による償却原価法により、

原価を算定しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

  有価証券

   その他有価証券

    (時価のあるもの)

     同左

    (時価のないもの)

     同左

    なお、債券については先入先

出法による償却原価法により、

原価を算定しております。

  たな卸資産

   未成工事支出金

     個別法による原価法

   材料貯蔵品

     先入先出法による原価法

  たな卸資産

   未成工事支出金

     同左

   材料貯蔵品

     同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

   有形固定資産及び賃貸不動産

     当社及び国内連結子会社は

定率法(ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物(附

属設備を除く)は定額法)を採

用し、在外連結子会社は定額

法を採用しております。な

お、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。ただし、取得価額

が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等

償却する方法を採用しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

   有形固定資産及び賃貸不動産

     同左

   無形固定資産

          定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

     ただし、自社利用のソフト

ウェアについては社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

   無形固定資産

     同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

     売上債権、貸付金等の貸倒

による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

    同左

   完成工事補償引当金

     完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当連結会

計年度の完成工事に対する将

来の見積補償額に基づいて計

上しております。

   完成工事補償引当金

    同左

   賞与引当金

     従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額の内、当連結会計年度

の負担額を計上しておりま

す。

   賞与引当金

    同左

   退職給付引当金

     従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

     なお、会計基準変更時差異

は、主として９年による均等

額を費用処理しております。

     過去勤務債務は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額

法により費用処理しておりま

す。

     数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

   退職給付引当金

    同左



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   役員退職慰労引当金

     当社において、役員退職慰

労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計

上しております。従来、役員

退職慰労金は支給時に費用処

理しておりましたが、平成18

年４月11日開催の取締役会に

おいて、平成18年６月開催の

定時株主総会の日をもって役

員退職慰労金制度を廃止し、

過年度からの在任期間に対応

する役員退職慰労金について

は、同総会で承認を得たうえ

で打ち切り、各役員の退任時

に支給することを決議いたし

ました。そのため、当連結会

計年度末における要支給総額

205百万円を株主総会の承認

事項であることを考慮して役

員退職慰労引当金として計上

しております。

(4) 重要な外貨建資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。

   なお、在外子会社の資産及び負

債は、在外子会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用はその期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は資

本の部における「為替換算調整勘

定」に含めて計上しております。

(4) 重要な外貨建資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

   同左

   

(5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

   同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  ・長期請負工事の収益計上処理

    完成工事高の計上は原則とし

て工事完成基準によっておりま

すが、工事期間が２期以上にま

たがりかつ契約金額が５億円以

上のものについては工事進行基

準を採用しております。

    なお、工事進行基準による完

成工事高は11,954百万円であ

り、完成工事原価は10,678百万

円であります。

  ・消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  ・長期請負工事の収益計上処理

    完成工事高の計上は原則とし

て工事完成基準によっておりま

すが、工事期間が２期以上にま

たがりかつ契約金額が５億円以

上のものについては工事進行基

準を採用しております。

    なお、工事進行基準による完

成工事高は10,893百万円であ

り、完成工事原価は9,961百万

円であります。

  ・同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価は

全面時価評価法によっております。

   同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定は金額が僅少なため発

生時に全額償却しております。

   同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

   同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

   同左



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。

 これにより税金等調整前当期純利益が131百万円減少

しております。

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結貸借対照表関係)

１ 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用になること及び「金融商品会計に

関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成

17年２月15日付で改正されたことに伴い、当連結会計

年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資(証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの)を、投資その他の資産の「その他」

として表示する方法から「投資有価証券」として表示

する方法に変更しております。

  なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は34百万円であり、前連結会計年度に

おける投資その他の資産の「その他」に含まれている

当該出資の額は38百万円であります。

２ 従来、有形固定資産の「建物・構築物」、「機械・

運搬具・工具器具・備品」、「土地」に含めて表示し

ておりました賃貸中の固定資産につきましては重要性

が増したため、当連結会計年度より投資その他の資産

の「賃貸不動産」として表示しております。なお、前

連結会計年度には、「建物・構築物」に241百万円、

「機械・運搬具・工具器具・備品」に０百万円、「土

地」に99百万円含まれております。

(連結損益計算書関係)

 「保険配当金」は営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前連結会計年度は

営業外収益の「その他」に７百万円含まれておりま

す。

(連結貸借対照表関係)

  固定負債に属する「繰延税金負債」は、負債、少数

株主持分及び資本の合計額の100分の１を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前連結会計年度は

固定負債の「その他」に34百万円含まれております。

(連結損益計算書関係)

 「為替差益」は営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前連結会計年度は

営業外収益の「その他」に25百万円含まれておりま

す。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費が66百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が66

百万円減少しております。

―――――

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額

は、次のとおりであります。

 投資有価証券(株式) 363百万円

 
 

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 371百万円

 

 

※２ 下記の資産は長期借入金50百万円、短期借入金

104百万円、一年内返済予定長期借入金50百万円、

割引手形３百万円及び支払承諾の担保に供しており

ます。

 建物 2,737百万円

 土地 1,114 〃

 現金預金 20 〃

 合計 3,872 〃

 
 

※２ 下記の資産は短期借入金154百万円、一年内返済

予定長期借入金50百万円及び支払承諾の担保に供し

ております。

建物 2,117百万円

土地 951 〃

賃貸不動産 316 〃

現金預金 20 〃

合計 3,406 〃

 

 
 ３ 受取手形割引高 13百万円

 
 
３ 受取手形割引高 28百万円

 

 

 ４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため金融機関８社と貸出コミットメント契約を締結

しております。

   当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 貸出コミットメントの総額 8,000百万円

 借入実行残高 ― 〃

 差引額 8,000 〃

 
 

 ４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結

しております。

   当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ― 〃

差引額 8,000 〃

 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式44,183千株で

あります。

 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式44,183千株で

あります。

 

※６ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式の数は、普通株式1,335千株でありま

す。

 

※６ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式の数は、普通株式1,360千株でありま

す。

 

※７ 担保受入金融資産

   短期貸付金には、3,999百万円の現先取引が含ま

れております。これにより現先有価証券の売手から

担保として受入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 3,999百万円

※７ 担保受入金融資産

   短期貸付金には、7,999百万円の現先取引が含ま

れております。これにより現先有価証券の売手から

担保として受入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 7,999百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

    このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

  従業員給料手当 1,454百万円

  賞与引当金繰入額 112 〃

  貸倒引当金繰入額 12 〃

  

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

    このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

 従業員給料手当 1,427百万円

 賞与引当金繰入額 129 〃

 貸倒引当金繰入額 5 〃

※２ 研究開発費の総額

    研究開発費は販売費及び一般管理費に31百万円

含まれております。
 

※２ 研究開発費の総額

    研究開発費は販売費及び一般管理費に65百万円

含まれております。

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 運搬具 0百万円

 電話加入権 0 〃

 計 0 〃

 

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

運搬具 0百万円

 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 建物 11百万円

 運搬具 0 〃

 土地 26 〃

 計 38 〃

 

―――――

 

 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物 163百万円

 構築物 6 〃

 機械 9 〃

 運搬具 1 〃

 工具器具 1 〃

 備品 0 〃

 計 182 〃
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 28百万円

構築物 0 〃

機械 29 〃

運搬具 2 〃

工具器具 2 〃

備品 0 〃

計 63 〃

―――――

 

※６ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

遊休資産 土地 茨城県神栖市 69

遊休資産 土地
青森県上北郡
六ヶ所村

51

遊休資産 土地 茨城県神栖市 11

合計 131

当社グループは、事業用資産については支店等

管理会計上で概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位に拠って資産をグループ化

し、賃貸資産、遊休資産については個別物件単位

でグルーピングしております。

このうち、福利厚生施策の見直し等により遊休

となった資産で、将来の用途が定まっていない資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(131百万円)として、特別損失に

計上しております。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、重要性が乏しいため路線

価による相続税評価額及び固定資産税評価額を基

礎に公示価格相当額へ調整を行った額により評価

しております。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 11,207百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △5,599 〃

有価証券勘定のうちマネー・マネージ
メント・ファンド

10 〃

短期貸付金のうち現先 3,999 〃

現金及び現金同等物 9,617 〃
 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 10,945百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △4,785 〃

有価証券勘定のうちマネー・マネージ
メント・ファンド

10 〃

短期貸付金のうち現先 7,999 〃

現金及び現金同等物 14,168 〃

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・運搬 
具・工具器
具・備品

224 124 100

無形固定 
資産

168 79 88

合計 393 204 188

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具・備品

327 132 194

無形固定
資産

168 113 54

合計 495 246 249

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 73百万円

１年超 115 〃

合計 188 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 98百万円

１年超 150 〃

合計 249 〃

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 79 〃

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 87百万円

減価償却費相当額 87 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 8百万円

１年超 ― 〃

合計 8 〃

―――――



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

 
  

種類

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

株式 1,486 3,486 1,999 1,622 5,967 4,345

債券

 社債 104 111 7 104 107 3

その他 17 25 8 3 7 4

小計 1,607 3,622 2,014 1,729 6,083 4,353

(2) 連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 17 16 △0 566 545 △21

小計 17 16 △0 566 545 △21

合計 1,624 3,638 2,013 2,296 6,628 4,331

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(注)  当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のあるものについて減損処理の対象となるもの

はありませんでした。

    なお、当該有価証券の減損にあたっては、期末

日における時価の簿価に対する下落率が40％以上

の銘柄につき一律減損処理するとともに、下落率

が30％以上40％未満の銘柄については、時価の回

復可能性が認められないと判断される銘柄を減損

処理することとしております。

   また、「取得原価」欄には、減損処理後の帳簿価

額を記載しております。

（注）  同左

   



次へ 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

売却額(百万円) 16 17

売却益の合計(百万円) 1 1

売却損の合計(百万円) 9 5

種類
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

(百万円)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

(百万円)

非上場株式及び出資証券 290 278

マネー・マネージメント・ファンド 10 10

投資事業有限責任組合及びそれに類
する組合への出資

34 20

種類

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

１年以内 
(百万円)

１年超 
５年以内 
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

満期保有目的の債券

その他 ― ― ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ― ― ―

その他有価証券

債券

社債 ― 100 ― ― ― 100 ― ―

その他 13 ― ― ― ― ― ― ―

小計 13 100 ― ― ― 100 ― ―

合計 13 100 ― ― ― 100 ― ―



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― (1) 取引の内容・取引の利用目的

 当社グループは、通常の営業過程における外貨建

取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するた

め、為替予約取引を行っております。

(2) 取引に対する取組方針

 当社グループは、通貨関連における為替予約取引

等については主として、外貨建契約の工事代入金に

関し、入金時の為替相場の変動リスクをヘッジする

ためのものであるため、外貨建債権の範囲内で行う

こととしております。

(3) 取引に係るリスクの内容

 通貨関連における為替予約取引には、為替相場の

変動によるリスクを有しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

 デリバティブ取引に係る締結業務は経理部が担当

しており、契約締結については社内規定に基づき決

裁を受けております。



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定拠出年金制度及び退職一時金制度、国

内連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けております。また、従業員の退職等に際して

割増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

  同左

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日現在)

①退職給付債務 △1,042百万円

②年金資産 100 〃

③未積立退職給付債務(①＋②) △941 〃

④会計基準変更時差異の未処理額 88 〃

⑤未認識数理計算上の差異 △384 〃

⑥未認識過去勤務債務 △11 〃

⑦連結貸借対照表計上額純額 

 (③＋④＋⑤＋⑥)
△1,250 〃

⑧前払年金費用 ― 〃

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) △1,250 〃

(注) 子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便

法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日現在)

①退職給付債務 △1,052百万円

②年金資産 96 〃

③未積立退職給付債務(①＋②) △956 〃

④会計基準変更時差異の未処理額 66 〃

⑤未認識数理計算上の差異 △422 〃

⑥未認識過去勤務債務 △5 〃

⑦連結貸借対照表計上額純額 

 (③＋④＋⑤＋⑥)
△1,318 〃

⑧前払年金費用 ─ 〃

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) △1,318 〃

(注) 子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便

法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 54百万円

②利息費用 5 〃

③会計基準変更時差異の費用処理額 22 〃

④数理計算上の差異の費用処理額 53 〃

⑤過去勤務債務の費用処理額 △5 〃

⑥小計 

 (①＋②＋③＋④＋⑤)
130 〃

⑦確定拠出年金掛金支払額 277 〃

⑧退職給付費用(⑥＋⑦) 408 〃

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 72百万円

②利息費用 17 〃

③会計基準変更時差異の費用処理額 22 〃

④数理計算上の差異の費用処理額 △26 〃

⑤過去勤務債務の費用処理額 △5 〃

⑥小計 

 (①＋②＋③＋④＋⑤)
79 〃

⑦確定拠出年金掛金支払額 270 〃

⑧退職給付費用(⑥＋⑦) 349 〃

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

過去勤務債務の額の処理年数 ５年

数理計算上の差異の処理年数 10年

会計基準変更時差異の処理年数
主として９年で 
あります。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

過去勤務債務の額の処理年数 ５年

数理計算上の差異の処理年数 10年

会計基準変更時差異の処理年数
主として９年で 
あります。



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

退職給付引当金 493百万円

賞与引当金損金算入限度超過
額

254 〃

投資有価証券評価損 180 〃

ゴルフ会員権評価損 164 〃

工事進行基準原価否認 140 〃

貸倒引当金損金算入限度超過
額

73 〃

その他 324 〃

 繰延税金資産小計 1,630 〃

評価性引当額 △338 〃

 繰延税金資産合計 1,291 〃

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △817百万円

固定資産圧縮積立金 △4 〃

その他 △6 〃

 繰延税金負債合計 △827 〃

 繰延税金資産の純額 463 〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

退職給付引当金 522百万円

賞与引当金損金算入限度超過
額

291 〃

工事進行基準原価否認 249 〃

投資有価証券評価損 183 〃

ゴルフ会員権評価損 148 〃

役員退職慰労引当金 83 〃

貸倒引当金損金算入限度超過
額

58 〃

その他 367 〃

 繰延税金資産小計 1,905 〃

評価性引当額 △535 〃

 繰延税金資産合計 1,370 〃

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,750百万円

固定資産圧縮積立金 △3 〃

その他 △7 〃

 繰延税金負債合計 △1,761 〃

 繰延税金資産の純額 △391 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

4.2％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.3％

住民税均等割等 2.7％

評価性引当額 4.1％

その他 0.9％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.1％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.3％

住民税均等割等 1.5％

評価性引当額の増減 5.3％

その他 1.1％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.1％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「建設事

業」の割合がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意14)に基づ

き、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

れも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号(記載上の注意11)に基づき、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域  アジア：台湾、香港、ベトナム、フィリピン、タイ他 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域  アジア：台湾、香港、フィリピン、タイ他 

  

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,868 126 4,994

Ⅱ 連結売上高(百万円) 54,132

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

9.0 0.2 9.2

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,971 93 4,064

Ⅱ 連結売上高(百万円) 59,439

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.7 0.1 6.8



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社等 

  

 
(注) 上記金額のうち資本金及び取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

建設、補修工事等の発注については、当社の発注仕様に基づいた見積りの提出を受け、その都度交渉の

上、決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社等 

  

 
(注) 上記金額のうち資本金及び取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

建設、補修工事等の発注については、当社の発注仕様に基づいた見積りの提出を受け、その都度交渉の

上、決定しております。 

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金 

(百万円)

事業の内容

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容
取引の 

内容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

関連 

会社

東京動力 

株式会社

横浜市 

鶴見区
80 建設業

所有

直接31.3

間接  0

０人

建設、補 

修、定検、

点検関連 

工事の下 

請施工

工事請負 

施工
2,635

流動資産

その他
3

支払手形 330

工事未払

金
273

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又

は出資金 

(百万円)

事業の内容

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容
取引の 

内容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

関連 

会社

東京動力 

株式会社

横浜市 

鶴見区
80 建設業

所有

直接31.3

間接  0

０人

建設、補 

修、定検、

点検関連 

工事の下 

請施工

工事請負 

施工
2,508

流動資産

その他
3

支払手形 361

工事未払

金
328



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,036円41銭 1,097円22銭

１株当たり当期純利益 25円18銭 39円36銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益 (百万円) 1,141 1,748

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 62 62

 （うち利益処分による役員賞与金） (百万円) 62 62

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,079 1,685

普通株式の期中平均株式数 (株) 42,859,113 42,835,241

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率であります。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 252 259 1.05 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 102 86 1.64 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

78 164 1.03 平成19年～平成22年

その他の有利子負債 ― ─ ― ―

合計 433 509 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 48 48 48 20



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 10,744 10,447

 ２ 受取手形 ※１ 2,155 1,957

 ３ 完成工事未収入金 ※１ 20,668 19,072

 ４ 有価証券 10 10

 ５ 未成工事支出金 6,211 8,562

 ６ 材料貯蔵品 2 2

 ７ 短期貸付金 ※1,7 4,095 8,065

 ８ 前払費用 52 64

 ９ 繰延税金資産 499 654

 10 未収収益 1 1

 11 未収入金 ※１ 46 148

 12 その他流動資産 ※１ 59 62

    貸倒引当金 △38 △74

   流動資産合計 44,507 74.2 48,973 72.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※２ 11,309 11,233

    減価償却累計額 6,405 4,904 6,615 4,617

  (2) 構築物 774 834

    減価償却累計額 634 139 650 183

  (3) 機械装置 5,004 4,779

    減価償却累計額 4,030 973 3,891 887

  (4) 車両運搬具 4,255 4,373

    減価償却累計額 3,991 264 4,007 366

  (5) 工具器具 1,003 995

    減価償却累計額 923 80 901 94

  (6) 備品 250 260

    減価償却累計額 229 21 231 28

  (7) 土地 ※２ 2,849 2,824

  (8) 建設仮勘定 1 ─

   有形固定資産計 9,234 15.4 9,003 13.3



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 71 71

  (2) ソフトウェア 8 6

  (3) 電話加入権 28 28

  (4) その他無形固定資産 0 0

   無形固定資産計 108 0.2 106 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,931 6,892

  (2) 関係会社株式 250 250

  (3) 長期貸付金 0 0

  (4) 従業員長期貸付金 3 2

  (5) 関係会社長期貸付金 403 349

  (6) 破産債権等 63 57

  (7) 長期前払費用 32 21

  (8) 賃貸不動産 ※２ 1,310 1,310

    減価償却累計額 542 767 578 731

  (9) 事業保険料 928 924

  (10)その他投資等 169 619

     貸倒引当金 △445 △409

   投資その他の資産計 6,104 10.2 9,440 14.0

   固定資産合計 15,447 25.8 18,550 27.5

  資産合計 59,955 100 67,523 100



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※１ 6,586 7,944

 ２ 工事未払金 ※１ 4,450 4,794

 ３ 一年内返済予定の 
   長期借入金

45 36

 ４ 未払金 66 58

 ５ 未払費用 309 381

 ６ 未払法人税等 648 1,233

 ７ 未払消費税等 61 64

 ８ 未成工事受入金 1,911 3,148

 ９ 預り金 108 109

 10 前受収益 8 7

 11 完成工事補償引当金 15 18

 12 賞与引当金 593 675

 13 設備支払手形 ※１ 97 200

   流動負債合計 14,901 24.8 18,671 27.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ― 164

 ２ 繰延税金負債 32 1,039

 ３ 退職給付引当金 1,183 1,242

 ４ 役員退職慰労引当金 ─ 205

 ５ 長期預り保証金 77 77

   固定負債合計 1,293 2.2 2,729 4.0

  負債合計 16,194 27.0 21,400 31.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 4,000 6.7 4,000 5.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,645 4,645

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 1 1 1 1

   資本剰余金合計 4,646 7.8 4,647 6.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 908 908

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 6 6

  (2) 別途積立金 30,380 30,386 30,380 30,386

 ３ 当期未処分利益 3,008 4,017

   利益剰余金合計 34,303 57.2 35,311 52.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,202 2.0 2,575 3.8

Ⅴ 自己株式 ※５ △391 △0.7 △412 △0.6

  資本合計 43,761 73.0 46,122 68.3

  負債及び資本合計 59,955 100 67,523 100



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 52,917 100 57,897 100

Ⅱ 完成工事原価 47,264 89.3 50,692 87.6

   完成工事総利益 5,652 10.7 7,204 12.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 113 130

 ２ 従業員給料手当 1,269 1,235

 ３ 賞与引当金繰入額 100 108

 ４ 退職給付費用 28 52

 ５ 法定福利費 170 176

 ６ 福利厚生費 27 26

 ７ 修繕維持費 16 273

 ８ 事務用品費 134 170

 ９ 通信交通費 244 235

 10 動力用水光熱費 34 35

 11 調査研究費 10 15

 12 研究開発費 ※１ 31 65

 13 広告宣伝費 12 14

 14 貸倒引当金繰入額 12 5

 15 貸倒損失 0 ─

 16 交際費 90 95

 17 寄付金 0 0

 18 地代家賃 80 97

 19 減価償却費 290 265

 20 租税公課 195 220

 21 保険料 83 81

 22 雑費 195 3,141 6.0 400 3,706 6.4

   営業利益 2,510 4.7 3,497 6.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息割引料 13 27

 ２ 有価証券利息 3 9

 ３ 受取配当金 41 50

 ４ 固定資産賃貸料 149 150

 ５ 積立保険満期返戻金 7 ─

 ６ 保険配当金 33 12

 ７ 保険金収入 ― 58

 ８ 為替差益 ― 90

 ９ その他 59 308 0.6 49 449 0.8



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 12 12

 ２ 固定資産賃貸原価 146 141

 ３ その他 15 174 0.3 28 181 0.3

   経常利益 2,644 5.0 3,766 6.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 ─

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 1

 ３ ゴルフ会員権退会益 ─ 0 0.0 38 40 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 38 ─

 ２ 固定資産除却損 ※４ 181 62

 ３ 投資有価証券売却損 8 ─

 ４ 投資有価証券評価損 21 6

 ５ 関係会社株式評価損 60 ─

 ６ ゴルフ会員権評価損 60 28

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

─ 205

 ８ 減損損失 ※５ ─ 131

 ９ その他 ─ 371 0.7 5 440 0.8

   税引前当期純利益 2,273 4.3 3,366 5.8

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,121 1,860

   法人税等調整額 97 1,218 2.3 △78 1,781 3.1

   当期純利益 1,054 2.0 1,584 2.7

   前期繰越利益 1,953 2,432

   当期未処分利益 3,008 4,017



完成工事原価報告書 

  

 
(注) 原価計算の方法 

当社の原価計算の方法は、個別原価計算の方法により工事ごとに実際原価を材料費、労務費、外注費、経費の

要素別に分類集計しております。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

  材料費 4,843 10.3 5,447 10.7

  労務費 4,179 8.8 4,410 8.7

  外注費 28,271 59.8 29,996 59.2

  経費 9,970 21.1 10,838 21.4

  (うち人件費) (4,154) (8.8) (4,146)  (8.2)

計 47,264 100 50,692 100



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法の規定によるものであります。 

２ 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 3,008 4,017

Ⅱ 任意積立金取崩額

   固定資産圧縮積立金取崩額 0 0 0 0

合計 3,009 4,017

Ⅲ 利益処分額

   株主配当金 
   (１株につき)

514
(12円)

642
(15円)

   役員賞与金 
   (うち監査役分)

62
(7) 

576
60
(7) 

702

Ⅳ 次期繰越利益 2,432 3,315

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金

   自己株式処分差益 1 1

Ⅱ その他資本剰余金処分額 ― ─

Ⅲ その他資本剰余金 
  次期繰越額

   自己株式処分差益 1 1



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   同左

(2) その他有価証券

   (時価のあるもの)

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)

   (時価のないもの)

    移動平均法による原価法

  なお、債券については先入先出法

による償却原価法により原価を算定

しております。

(2) その他有価証券

   (時価のあるもの)

    同左

   (時価のないもの)

    同左

  なお、債券については先入先出法

による償却原価法により原価を算定

しております。

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金は個別法に基づく原価

法、材料貯蔵品は先入先出法に基づく

原価法を採用しております。

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。ただし、取得

価額が10万円以上20万円未満の資産に

ついては、３年間で均等償却する方法

を採用しております。

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

 同左

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能期

間(５年)による定額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産 

 同左

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。

 同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金 

  同左

(2) 完成工事補償引当金

  完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当事業年度の完成工事

に対する将来の見積補償額に基づい

て計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

  同左



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しており

ます。

(3) 賞与引当金

  同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。

  なお、会計基準変更時差異は、９

年による均等額を費用処理しており

ます。

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法により費

用処理しております。

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

(4) 退職給付引当金

  同左

 

(5) 役員退職慰労引当金

 役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。従来、役員退職慰

労金は支給時に費用処理しておりま

したが、平成18年４月11日開催の取

締役会において、平成18年６月開催

の定時株主総会の日をもって役員退

職慰労金制度を廃止し、過年度から

の在任期間に対応する役員退職慰労

金については、同総会で承認を得た

うえで打ち切り、各役員の退任時に

支給することを決議いたしました。

そのため、当事業年度末における要

支給総額205百万円を株主総会の承

認事項であることを考慮して役員退

職慰労引当金として計上しておりま

す。

６ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は原則として工事

完成基準によっておりますが、工事期

間が２期以上にまたがりかつ契約金額

が５億円以上のものについては工事進

行基準を採用しております。なお、工

事進行基準による完成工事高は11,954

百万円であり、完成工事原価は10,678

百万円であります。

 完成工事高の計上は原則として工事

完成基準によっておりますが、工事期

間が２期以上にまたがりかつ契約金額

が５億円以上のものについては工事進

行基準を採用しております。なお、工

事進行基準による完成工事高は10,893

百万円であり、完成工事原価は9,961

百万円であります。

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

 同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日企業会計基準適用指針第６号)を

適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が131百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(貸借対照表関係)

１ 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用になること及び「金融商品会計に

関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成

17年２月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度

から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資(証券取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの)を、「その他投資等」として表示する方

法から「投資有価証券」として表示する方法に変更し

ております。

  なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は34百万円であり、前事業年度における

「その他投資等」に含まれている当該出資の額は38百

万円であります。

２ 従来、有形固定資産の「建物」、「構築物」、「機

械装置」、「土地」に含めて表示しておりました賃貸

中の固定資産につきましては重要性が増したため、当

事業年度より投資その他の資産の「賃貸不動産」とし

て表示しております。なお、前事業年度には、「建

物」に241百万円、「構築物」に０百万円、「機械装

置」に０百万円、「土地」に99百万円含まれておりま

す。

―――――

(損益計算書関係)

 「保険配当金」は営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前事業年度は営業外

収益の「その他」に７百万円含まれております。

(損益計算書関係)

 「為替差益」は営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前事業年度は営業外

収益の「その他」に22百万円含まれております。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費が66百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が66百万円減

少しております。

―――――

 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 関係会社に対する資産・負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

  受取手形 0百万円

  完成工事未収入金 3 〃

  短期貸付金 42 〃

  未収入金 23 〃

  その他流動資産 10 〃

  支払手形 916 〃

  工事未払金 833 〃

※１ 関係会社に対する資産・負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

  受取手形 11百万円

  完成工事未収入金 2 〃

  短期貸付金 13 〃

  未収入金 25 〃

  その他流動資産 10 〃

  支払手形 858 〃

  工事未払金 675 〃

  設備手形 18 〃

※２ 有形固定資産の内下記の資産は支払承諾の担保に

供しております。

 土地 888百万円

 建物 2,429 〃

 計 3,318 〃

※２ 下記の資産は支払承諾の担保に供しております。

 建物 2,086百万円

 土地 789 〃

 賃貸不動産 316 〃

 計 3,192 〃

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため金融

機関８社と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

   当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 貸出コミットメントの総額 8,000百万円

 借入実行残高 ― 〃

 差引額 8,000 〃

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

   当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 貸出コミットメントの総額 8,000百万円

 借入実行残高 ─ 〃

 差引額 8,000 〃

 

※４ 会社が発行する株式の総数 

           普通株式 138,959千株

   但し、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当

する株式数を減ずることとなっております。

 

※４ 会社が発行する株式の総数 

           普通株式 138,959千株

   但し、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当

する株式数を減ずることとなっております。

   発行済株式総数 普通株式 44,183千株    発行済株式総数 普通株式 44,183千株

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,330

千株であります。

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,354

千株であります。

 ６ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が1,202百

万円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により配当に充当することが制限されておりま

す。

 ６ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が2,575百

万円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により配当に充当することが制限されておりま

す。

※７ 担保受入金融資産

   短期貸付金には、3,999百万円の現先取引が含ま

れております。これにより現先有価証券の売手から

担保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 3,999百万円

※７ 担保受入金融資産

   短期貸付金には、7,999百万円の現先取引が含ま

れております。これにより現先有価証券の売手から

担保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 7,999百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

   研究開発費は販売費及び一般管理費に31百万円含

まれております。

※１ 研究開発費の総額

   研究開発費は販売費及び一般管理費に65百万円含

まれております。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 電話加入権 0百万円

―――――

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 建物 11百万円

 車両運搬具 0 〃

 土地 26 〃

   計 38 〃

―――――

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物 163百万円

 構築物 6 〃

 機械装置 8 〃

 車両運搬具 1 〃

 工具器具 1 〃

 備品 0 〃

   計 181 〃
 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 28百万円

構築物 0 〃

機械装置 29 〃

車両運搬具 2 〃

工具器具 2 〃

  計 62 〃

―――――

 

※５ 当事業年度において、以下の資産について減損損

失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失 
(百万円)

遊休資産 土地 茨城県神栖市 69

遊休資産 土地
青森県上北郡 
六ヶ所村

51

遊休資産 土地 茨城県神栖市 11

合計 131

   事業用資産については支店等管理会計上で概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

拠って資産をグループ化し、賃貸資産、遊休資産に

ついては個別物件単位でグルーピングしておりま

す。

   このうち、福利厚生施策の見直し等により遊休と

なった資産で、将来の用途が定まっていない資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失(131百万円)として、特別損失に計上して

おります。

   なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、重要性が乏しいため路線価に

よる相続税評価額及び固定資産税評価額を基礎に公

示価格相当額へ調整を行った額により評価しており

ます。



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 8 3 5

車両運搬具 28 13 14

備品 128 59 69

無形固定 
資産

168 79 88

合計 334 156 177

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 8 4 3

車両運搬具 52 26 26

備品 212 93 118

無形固定
資産

168 113 54

合計 442 238 204

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 70百万円

１年超 107 〃

合計 177 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 90百万円

１年超 114 〃

合計 204 〃

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

    なお、取得価額相当額および未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 70 〃

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 83 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 8百万円

１年超 ― 〃

合計 8 〃

―――――



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 478百万円

賞与引当金損金算入限度超過
額

239 〃

貸倒引当金損金算入限度超過
額

179 〃

ゴルフ会員権評価損 164 〃

投資有価証券評価損 159 〃

工事進行基準原価否認 140 〃

その他 270 〃

 繰延税金資産小計 1,632 〃

評価性引当額 △341 〃

 繰延税金資産合計 1,290 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △815百万円

固定資産圧縮積立金 △4 〃

その他 △4 〃

 繰延税金負債合計 △823 〃

 繰延税金資産の純額 467 〃
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 501百万円

賞与引当金損金算入限度超過
額

272 〃

工事進行基準原価否認 249 〃

貸倒引当金損金算入限度超過
額

165 〃

投資有価証券評価損 162 〃

ゴルフ会員権評価損 148 〃

役員退職慰労引当金 83 〃

その他 333 〃

繰延税金資産小計 1,916 〃

評価性引当額 △546 〃

繰延税金資産合計 1,370 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,745百万円

固定資産圧縮積立金  △3 〃

その他 △6 〃

繰延税金負債合計 △1,755 〃

繰延税金資産の純額 △385 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

4.4％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.4％

住民税均等割等 2.8％

評価性引当額 5.3％

その他 1.1％

 税効果会計適用後の法人税等の
 負担率

53.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.3％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.4％

住民税均等割等 1.6％

評価性引当額の増減 6.1％

その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等の
 負担率

52.9％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,019円74銭 1,075円50銭

１株当たり当期純利益 23円15銭 35円58銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 同左

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益 (百万円) 1,054 1,584

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 62 60

 （うち利益処分による役員賞与金） (百万円) 62 60

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 992 1,524

普通株式の期中平均株式数 (株) 42,869,214 42,840,803

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

銘柄 株式数(千株)
貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価 
証券

その他 
有価証券

株式会社三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ

0 1,039

三井住友海上火災保険株式会社 498 797

株式会社三井住友 
フィナンシャルグループ

0 614

株式会社みずほ 
フィナンシャルグループ

0 584

株式会社東京エネシス 500 545

野村ホールディングス株式会社 200 525

西華産業株式会社 1,170 359

太平洋セメント株式会社 600 341

株式会社福岡銀行 205 203

大豊建設株式会社 587 194

日立建機株式会社 58 180

日本瓦斯株式会社 142 148

丸紅株式会社 201 123

千代田化工建設株式会社 40 109

日機装株式会社 105 104

三井生命保険株式会社 2 100

三井リース事業株式会社 42 99

川崎重工業株式会社 155 64

富士電機ホールディングス株式会社 95 60

株式会社常陽銀行 70 58

株式会社大林組 54 51

日立プラント建設株式会社 51 46

極東貿易株式会社 97 44

株式会社トーメン 210 43

その他32銘柄 592 327

小計 5,680 6,768

計 5,680 6,768

 



【債券】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価 
証券

その他 
有価証券

第429回東京電力社債 100 103

小計 100 103

計 100 103

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 
(百万円)

有価証券
その他 
有価証券

証券投資信託の受益証券

 野村アセットマネジメント

  マネー・マネージメント・
  ファンド

10,026千口 10

小計 ― 10

投資有価 
証券

その他 
有価証券

出資証券

  日本原子力研究所 １口 0

投資事業有限責任組合及びそれに
類する組合への出資

  KF10-ニューウェーブ投資事業組合 １〃 20

小計 ― 20

計 ― 30



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産については、資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略しております。 

２ 第66期における償却額の配賦は次のとおりであります。 

 
３ 長期前払費用は、全額前払保険料の期間配分に係るものであるため、償却累計額、当期償却額は記載してお

りません。 

４ 当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 11,309 41 117 11,233 6,615 298 4,617

 構築物 774 61 0 834 650 17 183

 機械装置 5,004 198 423 4,779 3,891 255 887

 車両運搬具 4,255 161 42 4,373 4,007 57 366

 工具器具 1,003 41 49 995 901 24 94

 備品 250 12 1 260 231 4 28

 土地 2,849 107
131
(131)

2,824 ― ― 2,824

 建設仮勘定 1 138 140 ― ― ― ―

有形固定資産計 25,448 761 907 25,302 16,299 657 9,003

無形固定資産

 借地権 ― ― ― 71 ― ― 71

 ソフトウェア ― ― ― 13 7 2 6

 電話加入権 ― ― ― 28 ― ― 28

 その他 
 無形固定資産

― ― ― 0 0 0 0

無形固定資産計 ― ― ― 114 7 2 106

長期前払費用 32 21 32 21 ― ― 21

賃貸不動産 1,310 ― ― 1,310 578 35 731

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

百万円

工事原価 335

販売費及び一般管理費 265

営業外費用 95

695



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は1,354,738株であります。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 任意積立金の減少の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金及び完成工事補償引当金の当期減少額のその他は、洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 4,000 ― ― 4,000

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (44,183,960) (―) (―) (44,183,960)

普通株式 (百万円) 4,000 ― ― 4,000

計 (株) (44,183,960) (―) (―) (44,183,960)

計 (百万円) 4,000 ― ― 4,000

資本準備金及び 
その他資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 4,645 ― ― 4,645

その他資本剰余金

 自己株式処分差益 (百万円) 1 0 ― 1

計 (百万円) 4,646 0 ― 4,647

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 908 ― ― 908

任意積立金

 固定資産圧縮積立金 (百万円) 6 ― 0 6

 別途積立金 (百万円) 30,380 ― ― 30,380

計 (百万円) 31,294 ― 0 31,294

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 483 484 4 478 484

完成工事補償引当金 15 18 ― 15 18

賞与引当金 593 675 593 ― 675

役員退職慰労引当金 ― 205 ― ― 205



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

 （イ）現金及び預金 

  

 
  

（ロ）受取手形 

（a）相手先別内訳 

  

 
  

（b）決済月別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 43

預金

当座預金 236

普通預金 789

通知預金 3,878

定期預金 4,284

譲渡性預金 1,200

別段預金 15

計 10,403

合計 10,447

相手先 金額(百万円)

株式会社神鋼環境ソリューション 606

大阪動力工業株式会社 209

北海道パワーエンジニアリング株式会社 160

株式会社ジェイペック 130

トヨオカ電気株式会社 90

その他 761

計 1,957

決済月 金額(百万円)

平成18年４月満期 325

  〃  ５月 〃 402

  〃  ６月 〃 297

  〃  ７月 〃 199

  〃  ８月 〃 664

  〃  ９月 〃 68

計 1,957



（ハ）完成工事未収入金 

（a）相手先別内訳 

  

 
  

（b）滞留状況 

 
  

（ニ）未成工事支出金 

  

 
期末残高の内訳は次のとおりであります。 

 
  

（ホ）材料貯蔵品 

  

 
(注) 安全標識他 

  

（ヘ）短期貸付金 

  

 
(注) １ 三菱UFJ証券株式会社 

２ 太平ベネズエラ株式会社他１社 

  

相手先 金額(百万円)

三菱重工業株式会社 5,044

JFEメカニカル株式会社 1,625

関西電力株式会社 1,109

香港電燈有限公司 716

石川島プラント建設株式会社 694

その他 9,882

計 19,072

 平成18年３月期計上額 18,466百万円

 平成17年３月期以前計上額 605 〃

計 19,072 〃

期首残高 
(百万円)

当期支出額 
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

期末残高 
(百万円)

6,211 53,043 50,692 8,562

材料費 975百万円

労務費 692 〃

外注費 5,172 〃

経費 1,721 〃

計 8,562 〃

区分 金額(百万円)

安全用品 2

区分 金額(百万円)

買戻し条件付き現先(債券)(注１) 7,999

貸付金(注２) 66

計 8,065



② 負債の部 

（イ）支払手形 

（a） 相手先別内訳 

  

 
  

（b）決済月別内訳 

  

 
  

（ロ）工事未払金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

東京動力株式会社 361

梅田鋼機株式会社 351

富士アイテック株式会社 330

株式会社細川商店 226

日本建設工業株式会社 193

その他 6,480

計 7,944

決済月 金額(百万円)

平成18年４月満期 2,077

  〃  ５月 〃 1,984

  〃  ６月 〃 1,623

  〃  ７月 〃 1,627

  〃  ８月 〃 615

  〃  ９月 〃 15

  〃  10月 〃 2

計 7,944

相手先 金額(百万円)

東京動力株式会社 328

富士アイテック株式会社 255

ニチアス株式会社 167

原電事業株式会社 152

株式会社細川商店 67

その他 3,823

計 4,794



（ハ）未成工事受入金 

  

 
(注) 損益計算書の完成工事高57,897百万円と上記完成工事高への振替額39,430百万円との差額18,466百万円は、完

成工事未収入金の当期発生額であります。 

  

（ニ）設備支払手形 

（a）相手先別内訳 

  

 
  

（b）決済月別内訳 

  

 
  

(3) 【その他】 

特記事項はありません。 

  

期首残高 
(百万円)

当期受入額 
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

期末残高 
(百万円)

1,911 40,667 39,430 3,148

相手先 金額(百万円)

株式会社エムティシー 40

東日本キャタピラー三菱建機販売株式会社 18

株式会社ホームプランニング 18

東埼玉三菱自動車販売株式会社 18

富士アイテック株式会社 18

その他 86

計 200

決済月 金額(百万円)

平成18年４月満期 26

  〃  ５月 〃 49

  〃  ６月 〃 55

  〃  ７月 〃 14

  〃  ８月 〃 54

計 200



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 決算公告については、貸借対照表並びに損益計算書を当社ホームページ(http://www.taihei-

dengyo.co.jp/kessan/)に掲載しております。 

なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券及び100株未満の端数で直接
株式数を表示した株券

中間配当基準日 定めなし

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都江東区東砂７丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店、支店、営業所

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,500円

  株券登録料 １枚につき525円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都江東区東砂７丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店、支店、営業所

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第65期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日に関東財務局長に

提出 

  

(2) 半期報告書 

中間会計期間 第66期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月22日に関東財務

局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

太平電業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太平電業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  梶  川     融  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤     了  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

太平電業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太平電業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載されているとおり、連結会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  梶  川     融  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤     了  ㊞

業務執行社員 公認会計士  桐  川     聡  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

太平電業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太平電業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、太平電業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  梶  川     融  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤     了  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

太平電業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太平電業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、太平電業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  梶  川     融  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤     了  ㊞

業務執行社員 公認会計士  桐  川     聡  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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